	一般用医薬品（大衆薬）小売業


最近１年間の客単価は安定しているが、競合他社の出店増による顧客の分散もあり、業績は苦戦している。

　シャンプー、歯磨き剤、目薬などの高価格帯商品が好調であるが、年末に出回る胃腸薬や総合感冒薬が不振で、足元の販売価格は弱含みで推移している。

　インターネット販売の解禁や、消費税率の引き上げなど環境が激化するなか、ドラッグストアと中小医薬品小売業との棲み分けが課題となっている。
業界概要

医薬品は大きく、医療用と一般用に分類される。いわゆる、医科向け医薬品と呼ばれる医療用医薬品は、医師等によって、あるいは医師等からの処方箋に基づいて使用されることを目的とした医薬品である。後者の一般用医薬品は大衆薬とも呼ばれ、医師等の指示によらず、薬剤師などの専門家が提供する情報に基づいて、消費者が自ら薬局や薬店で購入することができる。

平成21年に施行された薬事法改正により、一般用医薬品は副作用のリスクに応じて３つのグループに区分され、それぞれのリスクに応じた情報提供や販売の方法が定められた。安全上、特に注意を要する成分を含み、最もリスクが高い「第１類」は薬剤師が販売しなければならないが、比較的リスクの低い「第２類」（かぜ薬、解熱鎮痛薬等）や「第３類」（整腸薬、ビタミン剤等）は薬剤師に限らず、新設された「登録販売者」が販売することも可能になった。

調剤薬局を除く医薬品小売業とは、主に一般用医薬品（大衆薬）及び医療用品を小売りする事業所で、ドラッグストアは、医薬品、化粧品、家庭用品、文房具、加工食品などの最寄品をセルフサービス方式で小売する事業所である。なお、本稿では一般用医薬品を扱う医薬品小売業とドラッグストアを調査対象とし、医療保険制度の影響が大きい医療用医薬品を扱う調剤薬局は除外している。

大阪の地位
　総務省の24年経済センサス（活動調査）によると、大阪府内における一般用医薬品を販売する事業所数は1,560（うち①医薬品小売業538、②ドラッグストア1,022）、従業者数は１万1,959人（同①1,660人、②１万299人）、年間商品販売額は2,591億円（同①199億円、②2,392億円）で、対全国比はそれぞれ7.2％（同①7.2％、②7.1％）、6.4％（同①7.3％、②6.3％）、6.6％（同①7.1％、②6.6％）である。

　店舗立地の特徴として、従業者数２人以下の、いわゆる家族経営が大半を占める医薬品小売業（調剤薬局を除く）では、住宅街や商店街などの立地が多い。ドラッグストアでは、ターミナル駅、繁華街などの都市部をはじめ、郊外の単独店やショッピングセンター内のテナントなど、多様な出店形態がある。

市場は微増と微減を繰り返す
ここ２～３年の大衆薬（指定医薬部外品を含む、メーカー出荷金額ベース）の市場規模をみると、23年は前年比0.2％増と２年ぶりのプラスとなった。ただし、競争激化に加え、東日本大震災後の消費の冷え込み、薬事法の改正に伴う陳列・販売方法の制約で、第１類医薬品の販売機会ロスが発生したことなどがマイナスに寄与し、微増にとどまった。薬効別でみると、ドリンク剤は前年の猛暑による需要増の反動や、需要期となる夏期の天候不順などから不調であった。一方、ビタミン剤や解熱鎮痛剤は、積極的な販促活動や新製品の投入により好調だったほか、総合感冒薬も堅調に推移した。

24年は、前年にスイッチ大衆薬（既に承認・販売されている医療用医薬品のうち、副作用が少なく安全性の高いものを一般用医薬品に転用したもの）として第１類医薬品に投入されヒットした解熱鎮痛剤や、頭皮湿疹薬などが伸長した。しかし、長引く景気低迷により、総合感冒薬、ドリンク剤、外用消炎鎮痛剤といった市場シェアの高い品目が伸び悩み、全体では同0.3％減と再びマイナスに転じた。

　25年は、頭皮湿疹薬や解熱鎮痛剤が引き続き好調であったほか、花粉の飛散量が例年より多かったことから、23～24年にスイッチ大衆薬として発売された鼻炎治療薬も伸長した。ただし、全体でみれば前年割れとなった品目が多く、11月は微減となっている。

客単価は安定するも業績は苦戦
　最近１年の客単価は比較的安定しており、ヒアリングによると、大衆薬が中心の店舗は1,000円台、漢方薬が中心では6,000～7,000円程度であった。10～12月期は、消費税率引き上げ決定後に２～３割下落した例はあるが、後述のように、25年の春頃から高単価商品が動きつつあり、全体としてはやや強含みで推移している。
にもかかわらず、業績は概ね苦戦している。この１年ほどの間でみると、①百貨店のグランドオープンや複合商業施設の開業、競合他社の出店増加などに伴う客の流れの変化による集客力の低下、②薬局・薬店よりも病院を利用する傾向が強まったこと、③天候不順などから売上高を落とした企業が多い。25年10～12月期も、台風や雨により客足が鈍化したのに加え、うがい薬、マスク、消毒薬などのインフルエンザ予防商材や風邪薬の不振から、厳しい状況が続いている。ただ一部には、こうした状況下でも、チラシ配布や特売の頻度の増加による集客力の向上、あるいは、日々のコミュニケーションから得られる顧客の要望に沿った品揃えが奏功し、売上高を堅調に伸ばしている企業もみられる。

高価格帯商品は堅調
　今期の売れ筋商品として、スキンケア化粧品、男性用化粧品のほか、シャンプー、歯周病予防の歯磨き剤、中高年向け目薬などのような、体に優しい、高機能性といった高付加価値商品の人気が高まっている。特に、シャンプー、歯磨き剤、目薬は、従来商品に比べて高価格帯にもかかわらず好調で、当該市場の拡大に貢献している。一方、例年は年末にかけて売れ行きが良くなる胃腸薬や、高価格帯の総合感冒薬の動きが鈍くなっており、総じてみれば販売価格全体の引き上げには至っていない。

　仕入れ価格については、原材料価格の上昇に伴い、ティッシュペーパーや紙おむつなどの紙製品、漢方薬、ビタミン剤といった商品でコストがやや上昇したものの、収益への影響は少ない。しかしながら、現在の収益状況が必ずしも良好とはいえず、医療用医薬品に比べて収益性が低い大衆薬において、今後インターネット販売の拡大によって販売価格の下落傾向が強まれば、収益の圧迫が懸念される。

こうしたなか、他社との過度な値下げ競争を避けようと販売価格を見直すとともに、接客サービスの充実による客単価の引き上げを図る取組も出始めており、収益確保に腐心している。

設備投資は低調、雇用は業態により格差
大手のドラッグストアを除いて、設備投資は低調である。ヒアリング企業でも、店舗の増床、店舗の色合い・レイアウトの変更といった改装、維持・補修が中心で、新規出店はみられない。

　雇用は、薬学教育６年制の導入（18年度）、新卒者の医療現場志望の高まり、１日平均の取扱処方箋枚数の制限（薬剤師１人で40枚）などから、大手ドラッグストアでは構造的な薬剤師不足が続く。そのため、大手では新卒の薬剤師を毎年採用している。これに対し、家族経営色の強い中小医薬品小売業では、人手は十分にあり、人件費抑制の点から採用には消極的である。

インターネット販売の動向

　25年12月に薬事法が改正され、消費者の安全性を確保しつつ、適正なルールの下で行うという条件で、一般用医薬品のインターネット販売が認められた。ただし、スイッチ直後品目（医療用から一般用に移行して間もなく、一般用としてのリスクが確定していない薬）と劇薬指定品目は、対面販売のみとされた。

　今回の規制緩和によって、インターネット販売で取り扱われる大衆薬の品目は、特売品などきわめて限定的な範囲にとどまるとみられる。だが、裏を返せば当該品目においてドラッグストアとインターネット販売業者の価格競争が拡大する懸念もある。

今後の見通し

業界では、26年４月から実施される消費税率の引き上げに伴う需要の減少は、少なくとも２か月は続くという意見や、ほとんどないとの見方までさまざまである。消費の減退も深刻ではあるが、中小医薬品小売業にとっては、これを機に攻勢を強めるであろう大手ドラッグストアとの棲み分けをどうするかが、喫緊の課題とみている。

25年６月14日に閣議決定された日本再興戦略では、薬局を「地域に密着した健康情報の拠点」と位置づけ、「一般用医薬品等の適正な使用に関する助言や健康に関する相談、情報提供を行う等、セルフメディケーションの推進のために薬局・薬剤師の活用を促進する」と、その役割が明示された。

　この流れを追い風に、中小医薬品小売業が加盟する団体では、「まちの薬屋さん」という原点に立ち返り、対面販売を重視した経営を模索している。顧客に対して地域に密着した薬屋であることを周知するチラシを配布したり、地元の小・中学校や高校での「お薬教育」に講師として出向くなど、地域に開かれた商売が生き残りの鍵を握るとみて、危機感を抱く企業の取組が始まりつつある。

（山本　敏也）
大阪府の一般用医薬品小売業の規模
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(注2)大阪府の下段(太字)は、対全国シェアを示す。



資料：総務省統計局『平成24年経済センサス(活動調査)』

(注1)大衆薬・調剤兼業の場合、後者の販売が主となる事

     業所は除外している。
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一般用医薬品の市場規模
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金 額 前年比 金 額 前年比 金 額 前年比

平成21年 6,439 102.3 1,739 113.4 8,178 104.5

22　 6,301 97.9 1,530 88.0 7,831 95.8

23　 6,500103.2 1,350 88.2 7,850100.2

24　 6,450 99.2 1,380102.2 7,830 99.7

25　 6,400 99.2 1,360 98.6 7,760 99.1
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資料：矢野経済研究所『ＯＴＣ市場の展望と戦略（2012年版）』

(注)平成22年までは厚生労働省『薬事工業生産動態統計』の数

　　値、それ以降は矢野経済研究所による推計・予測値。
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